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１．16 年 9月中間期の連結業績（平成 16 年 4月 1日～平成 16 年 9月 30 日） 

 (1) 連結経営成績 （百万円未満切捨） 

 売   上   高 営  業  利  益 経  常  利  益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年9月中間期     7,277 (   37.6)      1,721 (  169.4)       1,746 (  159.4 )

15年9月中間期     5,286 (   20.4)       638 (  525.3)         673 (  520.1 )

16年3月期 12,031   1,995 2,065 

 

 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

 

１ 株 当 た り

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

潜 在 株 式 調 整 後

１ 株 当 た り 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

 百万円 ％ 円      銭 円      銭

16年9月中間期      1,094 (  165.4)  36,104    76  35,905    82 

15年9月中間期        412 (   -   ) 13,052    13 - 

16年3月期      1,317          40,204    27 - 

（注）１．持分法投資損益  16年9月中間期 45百万円   15年9月中間期 61百万円  16年3月期 86百万円 
   ２．期中平均株式数（連結）16 年 9月中間期 30,316.2 株 15 年 9 月中間期 31,603.2 株 16 年 3 月期 31,448.5 株 
   ３．潜在株式数（連結）  16 年 9 月中間期  168.0 株 15 年 9 月中間期    - 株 16 年 3 月期   - 株 
      ４．会計処理方法の変更     無 
      ５．売上高、営業利益、経常利益、中間純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率です。 

      

  (2) 連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％  円   銭 

16年9月中間期        17,945        8,748         48.7       288,560   03 

15年9月中間期     13,760        8,151         59.2       257,937   11 

16年3月期 14,845 8,019         54.0 262,778   38 

（注）期末発行済株式数（連結）16 年 9 月中間期 30,316.2 株 15 年 9 月中間期 31,603.2 株 

16 年 3 月期     30,316.2 株 

(3) 連結キャッシュフローの状況 

 営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          

キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る          

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物

期 末 残 高          

           百万円            百万円            百万円             百万円

16年9月中間期 645    △   209 2,517         5,367 

15年9月中間期 270    △   189 △     207 1,965 

16年3月期      1,644    142 △   1,425         2,409 

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数         4 社      持分法適用非連結子会社数  - 社       持分法適用関連会社数  1 社 

(5) 連結範囲及び持分法の適用に異動はありません。 

  

２．17 年 3月期の連結業績予想（平成 16 年 4月 1日～平成 17 年 3月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 百万円 百万円 百万円

通  期          13,600            2,800                 1,650 

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期）  52,579 円 15 銭  

（注）上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本

資料発表日現在における仮定を前提としています。業績予想の前提条件、その他の関連する事項については、決算

短信（連結）の添付資料の８ページを参照してください。 

 



 連結 １  

１．企業集団の概況 
当社の企業集団は、当社と米国子会社１社、国内子会社３社及び関連会社１社であり、いずれも

精密減速機事業（精密減速装置及びこの精密減速装置にモーター等を組み合わせたメカトロニクス

製品の製造販売に係る事業）を営んでおり、当該事業以外に事業の種類はありません。 

 

（当  社） 

株式会社ハーモニック・ドライブ・システムズ 

当社は、精密減速機事業を営んでおり、国内販売については直接販売方式及び代理店を通じた

間接販売方式により、海外販売については北米地域向けには米国子会社を、欧州地域について

はドイツ国内の関連会社を通じた間接販売方式によって行っております。 

 

（子会社） 

エイチ・ディ・システムズ・インコーポレイテッド 

当社 100％出資の米国法人で、当社製品を輸入し、北米地域での販売及び技術提供を営んでお

ります。販売品のほぼ 100％が当社製品であります。 

株式会社エッチ・ディ・ロジスティクス 

当社 100％出資の国内法人で、当社の物流業務等の請負業務を営んでおります。売上高の 100％

が当社との取引であります。 

株式会社ハーモニック プレシジョン 

当社 65％出資及び赤羽工機有限会社 35％出資の国内法人で、当社製品の基幹部品であるクロ

スローラーベアリングの製造販売を営んでおります。売上高のほぼ 100％が当社との取引であり

ます。 

株式会社ハーモニック・エイディ 

当社 100％出資の国内法人で、当社製品の精密遊星減速機の製造販売を営んでおります。売上

高の 100％が当社との取引であり、国内外の需要家、米国子会社、ドイツ代理店への販売は当社

が行っております。 

 

 （関連会社） 

  ハーモニック・ドライブ・アーゲー 

    当社 25％出資の関連会社。当社との独占販売店契約に基づき当社製品を輸入し、欧州、中近

東 、アフリカ、インド及び南米地域での販売及び技術提供を営むほか、当社とのライセンス及

び技術援助契約により、当社ブランド製品の一部を製造・販売しております。 

 

（その他の関係会社） 

株式会社光電製作所 

当社の発行済み株式数の 40.38％(議決権比率 44.10％)を所有しております。同社は電子機器

製造販売の事業を営んでおりますが、当社との取引関係はありません。 



事業の概要図は、次のとおりであります。 
 
 
 
 
 
 
 販売           販売 
                                                                                  
                                                            
 
                        
 
 
 

                                                
当社（親会社）を示しております。 

                                                                  
連結子会社及び関連会社及びその他の関

係会社を示しております。                                  
                                                             

                          

 

国  内  需  要  家 
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精密減速機の 
物 流 業 務       

国 内 子 会 社
（連結子会社）

株式会社ﾊｰﾓﾆｯｸ

ﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝ 

精密減速機の       

部品製造・販売

 

  

 

  

 

 

(その他の関係会社) 
 
株式会社光電製作所
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製造・販売 

中国・東南アジア

地域 
製品製造
       
国 内 子
（連結子

株式会社

･ｴｲﾃﾞｨ 

精密減    

製造・
販売
当社

を示
             

当社

して

上、

その

示し

 会 社
会社）

ﾊｰﾓﾆｯｸ
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販売 

 連結 ２  
販売
販売
    販売
受託業務
 外注加工
 
 出資
 

及び子会社・関連会社による外部売上

しております。 

と子会社・関連会社間の取引関係を示

おり、子会社との取引は連結財務諸表

消去されております。   
 

他の関係会社の当社への出資関係を

ております。                                          



２．経営方針 

 

（１）経営の基本方針 

当社グループは、技術・技能集団として世界の一流を目指し、如何なる環境の中でも勝ち抜く

ため、変化に強い体制の構築を目指すことを基本方針としております。 

このため以下の戦略をもって経営にあたります。 

①企業の成長性を重視する。 

②強い意志と豊かな感性・直感を涵養する。 

③マーケットインに徹する。 

④知的資産を重視し、活用する。 

⑤新しい市場を創造する。 

⑥国際化を進める。 

⑦業務革新を進める。 

⑧生産現場は、常に柔軟性を保持する。 

 

（２）会社の利益配分に関する基本方針 

当社は、業績に応じた利益配分を基本方針としております。 

配当につきましては、年間配当性向 30％を基本方針としますが、配当の継続にも配慮しつつ、

将来の事業展開のため内部留保の充実を図りながら、収益に応じた配当を実施することとしてお

ります。 

内部留保につきましては、新製品の研究開発、生産設備の充実、情報管理システム整備等に投

資する方針であります。 

 

（３）投資単位の引き下げに関する考え方及び方針等 

当社は、当社株式の流動性の向上及び投資家層の拡大を資本政策上の重要な課題と考えており、

これらを実現するために投資単位の引き下げを行うことは、有効な手段の１つであると考えてお

ります。当社株式の最低投資単位は 1 株でありますので、投資単位の引き下げにあたっては、株

式分割の実施がその具体的方法と考えられることから、平成 15 年 5 月 20 日付で 1 株につき 3 株

の割合をもって株式分割を実施致しております。 

今後においても投資単位の引き下げは経営上の重要な事項と位置付け、当社株式の株価や売買

出来高、実施に係るコストなどを総合的に勘案しながら、適時実施に向けた検討を行ってまいり

ます。 

 

（４）目標とする経営指標 

当社の主要な経営指標は以下のとおりであります。 

売上高営業利益率  10%以上 

総資本回転率    1.0／年以上 
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なお、ROE についてはそれ自体を目標とするものではありませんが、上記目標の達成結果とし

て 10%以上となることが望ましいと考えております。 

 

（５）中長期的な会社の経営戦略 

当社の基本的存在要件は、「価値のある商品とサービスの提供」「社員の満足」「企業としての

最大利益の追求」にあります。そのために、営業・技術・生産・資材・財務・人事の総ての分野

で優秀性を追求し、顧客の全面的な満足と信頼を得るべく、以下の項目に重点的に取り組みます。 

①新情報システムの効率的定着を図り、リアルタイム経営に挑戦することで、当社にとって最

大の戦略目標である短納期、コスト削減を目指します。 

②技能を主体とした製造業は、その性格から、新しい終身雇用制の確立が肝要です。当社にと

って、人材は最重要な経営資源であることを深く認識し、異質なものも受け入れられる幅の

広い人材の育成に努め、夫々に適した人員の配置を行い、能力主義に基づく人事体制の運営

を図ります。 

③次世代を見据え、精度向上を目指し、技術・技能の向上とその幅の拡大を図ります。 

④現有商品の再検討を軸に、トータルモーションコントロールの観点から、中長期的な商品展

開の方向性を検討致します。 

 

（６）会社の対処すべき課題 

当社グループの主要な製品である精密制御用減速装置は、主に産業用ロボット、半導体および

フラットパネルディスプレイ製造装置など、今後も成長が期待される市場において重要な構成部

品として採用されております。しかしながら、顧客から求められる製品性能、価格低減、納入リ

ードタイム短縮などの要望は、一段と厳しくなる傾向にあり、市場での競争優位性を高めるには、

これらの要望に応え続けることが最重要であると認識しております。また、半導体製造装置向け

の需要には好不況の大きな振幅があり、このような需要変動が業績に与える悪影響を最小限にす

るため、新用途の拡大、柔軟な生産体制と強固な収益体質の確立が重要な課題であると認識して

おります。 

そこで当社グループでは、これまで培った技術・技能のレベルを一層高めることで生まれる「応

用的新製品」と、新たな発想や技術革新に基づいて生み出される「開発的新製品」の両面を追求

することで、付加価値の高い新製品を継続的に市場投入し、需要の拡大に努めてまいります。 

さらに、受注から出荷に至るまでの過程において、一貫した清流化生産の仕組みを確立するこ

とで、納期短縮、在庫削減、生産性の効率化を実現してまいります。 

経営管理面にあっては、キャッシュ・フローに基づく業績評価を定着させることで、損益面の

みならず、資産効率にも配慮した経営を推進してまいります。 
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（７）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況  

当社は、存在意義のある企業として、株主をはじめとするステークホールダーの期待に応え、

企業価値を高めるために、企業経営の健全性と透明性の向上に努めることを基本方針としており

ます。 

① 会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況 

当社は監査役制度を採用しており、従来から商法に規定されている株式会社の機関制度

を基本としております。 

取締役会は６名で構成されており、うち３名が社外取締役であります。 

さらに当社では、平成15年６月より、業務執行に対する監督機能の強化と経営の意思決

定の迅速化を図るため、執行役員制度を導入しております。これにより、取締役会が担う

戦略創出、意思決定、監督機能と、執行役員が担う業務執行機能の分離を明確にしました。

また、業務執行における重要な事項や課題は、月に１回開催される執行役員会議において

審議しております。 

監査役会は３名（３名全員が社外監査役）で構成されており、取締役会のみならず経営

執行に係わるその他の重要な会議にも出席することで、経営執行状況を定常的に監査でき

る環境となっております。 

加えて、取締役会の諮問機関として、国内外の有識者で構成する取締役会諮問委員会を

設置し、経営上の課題に対し定期的な助言を得ております。 

当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告

助言

(監査役会) 

社外監査役 

各 事 業 部 門  

(執行役員会議) 
最高経営責任者 
統括執行役員 
執行役員 

業務監査執行役員

弁

護

士 

取締役会諮問委員会 (取締役会) 
代表取締役 
取締役 
社外取締役 

会

計

監

査

人 
（ 株 主 総 会 ）  

監査

監査

業務執行指揮 

内部監査 

監督

監査

 

 

 

 

 

② リスク管理体制の整備の状況 

リスク管理体制については、執行役員制度導入と同時に業務監査執行役員1名を選任し、

強化に取り組んでおります。具体的には、リスクが顕在化し、危機が発生した場合の行動

手順を定めた「危機管理-危機発生時の行動規範」の啓蒙を進めるほか、平成16年4月には
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「株式会社ハーモニック・ドライブ・システムズ 行動憲章」を定めるとともに、同憲章

を具体的な手引きとして展開した「行動規範」を制定することで、安全かつ責任ある方法

で経営執行上のリスク管理と危機対応に努める体制を整備しております。さらに、これら

憲章および規範の目的や、内容の周知徹底を図るため、全社的な啓蒙活動を実施すること

で、法令遵守および企業倫理の徹底を図っております。 

 

③会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利

害関係の概要 

現在当社では、社外取締役３名と社外監査役３名が就任しております。社外取締役のう

ち 1 名は、当社の筆頭株主である株式会社光電製作所の代表取締役を兼務しております。

また、３名の社外監査役のうち１名は同社の理事を兼務しているとともに、他の１名は同

社の出身者です。その他の社外取締役２名および社外監査役１名は、いずれも当社との人

的関係、資本的関係および営業取引関係その他利害関係はありません。 

 

（８）関連当事者との関係に関する基本方針 

株式会社光電製作所は、平成 16 年 9 月 30 日現在、当社株式を 13,371 株（発行済株式総数の

40.38%、総株主の議決権数の 44.10%）を所有しております。 

同社との人的な関係につきましては、「（７）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考

え方及びその施策の実施状況の③項」に記載のとおりです。さらに、当社の執行役員 1名が、同

社の取締役を兼務しております。 

当社と同社の間には営業上の取引関係は無く、当社は独自性をもって経営にあたっております。 

 

 

３．経営成績及び財政状態 

 

（１） 経営成績 

当中間連結会計期間における我が国経済は、原油価格の高騰などの不安要素が生じたものの、

企業収益の改善に伴う設備投資の増勢や、欧米・アジア向けの輸出の増加など、景気回復の傾向

が認められました。 

当社グループの事業環境につきましては、半導体市況が良好な状況で推移したことと、液晶テ

レビをはじめとするフラットパネルディスプレイの需要増加による設備投資意欲の高まりから、

国内の半導体及び液晶製造装置関連向けの需要が拡大いたしました。また、自動車関連の設備投

資が旺盛であったことなどから、溶接や組立を中心とした産業用ロボット向けの需要も堅調に推

移いたしました。 

海外市場につきましては、韓国・台湾地域において液晶製造装置関連の需要が伸長するととも

に、米国・欧州市場においても需要動向に改善が見られました。 

当社グループでは、”トータルモーションコントロール”のコンセプトのもと、営業・開発・
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生産部門が緊密な連携を取ったマーケティング・営業活動を実施することで、品質・価格・納期・

サービスの全面にわたる顧客満足の向上に努め、受注の拡大に取り組んでまいりました。また、

受注から出荷に至る一連のプロセスについて継続的な改善に取組み、生産方法の改善、在庫管理

の強化、サプライヤーとの協働推進などの活動を実施することで、収益力強化、在庫削減、納期

短縮などに努めてまいりました。 

  この結果、売上高は 72 億 77 百万円（前年同期比 37.6%増）、経常利益は 17 億 46 百万円（前年

同期比 159.4%増）、中間純利益は 10 億 94 百万円（前年同期比 165.4%増）となりました。 

製品区分別売上高では、減速装置は 55 億 83 百万円（前年同期比 37.3%増）、メカトロニクス製

品は 16 億 93 百万円（前年同期比 38.9％増）となりました。 

    

所在地別セグメントの業績 

①日本 

自動車関連、デジタル家電関連企業の設備投資意欲が旺盛であったことから、産業用ロボ

ットおよび半導体・フラットパネルディスプレイ製造装置関連の需要が大きく伸長し、前年

同期期比で増収、増益となりました。売上高は 69 億 94 百万円（前年同期比 37.6%増）、営業

利益は 18 億 59 百万円（前年同期比 132.8%）となりました。 

②北米 

半導体製造装置関連向け需要が拡大に転じたことなどから、前年同期比で増収、増益とな

りました。売上高は 5億 70 百万円（前年同期比 43.0%増）、営業利益は 67 百万円（前年同期

比 670.4%増）となりました。 

 

（２） 財政状態 

当中間連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前中間連結会

計年度末に比べ、34 億 1 百万円増加し、53 億 67 百万円となりました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により得られた資金は 6億 45 百万円（前年同期比 3億 75 百万円増）となりました。

これは、前年同期比で法人税等の支払額が 6 億 75 百万円増加したものの、税金等調整前中間

純利益が 11 億 13 百万円増加したことなどによります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動による資金の支出は 2億 9 百万円（前年同期は 1億 89 百万円）となりました。この

うち、有形固定資産の取得による支出は 2億 1 百万円(前年同期は 1億 92 百万円)でした。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動による資金の増加は 25 億 17 百万円（前年同期は 2億 7百万円の資金の減少）とな

りました。 
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これは、当中間期に「2009 年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債」30 億円の発行に

伴った資金の増加があったことが主な要因です。 

 

 

（３） 通期の見通し 

今後の経済見通しにつきましては、国内企業の収益性の向上や個人消費の緩やかな改善が期待

されるものの、原油価格の高騰や円高に対する警戒感など、予断を許さない状況で推移するもの

と見込んでおります。 

当社グループの事業環境につきましては、自動車関連を中心とした産業用ロボット向けの需要

が、下期も堅調に推移するものと予測しております。 

しかしながら、デジタル家電関連の市況が調整局面にあることから、半導体デバイスメーカー

やフラットパネルディスプレーメーカーの投資意欲が慎重になることが予想され、当社顧客であ

る半導体・フラットパネルディスプレー製造装置メーカーを経由して、当社グループの経営成績

に影響を与えることになるものと見込んでおります。 

このような見通しから、下期の当社グループの事業環境は、高水準の実績となった上期に比較

すると、一定の減速を余儀なくされるものと予想しております。 

上記のような状況の中で当社グループは、顧客に密着した営業活動を展開し、付加価値の高い

製品を市場投入することで受注の確保に努めるとともに、生産革新の取組みを継続することで利

益率の改善に努めてまいります。 

通期の経営成績の見通しにつきましては、連結売上高は 136 億円、経常利益は 28 億円、当期

純利益は 16 億 50 百万円を見込んでおります。尚、配当金につきましては、上記の業績を前提と

し、通期での配当性向 30%とすることを目途に、期末利益配当金は１株につき 5,000 円（通期

14,500 円）とする予定であります。 



４．中間連結財務諸表等

 （１）中間連結財務諸表

  ①中間連結貸借対照表

注記
番号

構成比
（％）

構成比
（％）

構成比
（％）

Ⅰ 流　動　資　産

1. 1,901,255  5,305,660  2,348,233  

2. 4,231,865  5,396,756  5,164,570  

3. 64,618     61,628     61,118     

4. 833,330    937,661    867,831    

5. 83,712     122,591    170,281    

6. 272,558    357,254    287,298    

△ 5,990   △ 5,421   △ 5,356   

7,381,350  53.6    12,176,132 67.9    8,893,977  59.9    

Ⅱ 固　定　資　産

1.

(1) 建 物 及 び 構 築 物※1､2 1,703,276  1,594,526  1,638,245  

(2) 機 械 装 置 及 び 運 搬 具※1 272,241    276,373    285,809    

(3) 土 地※2 803,912    803,912    803,912    

(4) 建 設 仮 勘 定 8,801      5,659      3,943      

(5) そ の 他※1 417,510    3,205,742  23.3    392,449    3,072,921  17.1    392,873    3,124,783  21.0    

2.

(1) ソ フ ト ウ ェ ア 187,638    114,691    151,545    

(2) そ の 他 8,944      196,582    1.4     8,843      123,534    0.7     8,819      160,364    1.1     

3.

(1) 投 資 有 価 証 券 1,046,047  615,777    760,002    

(2) 関 係 会 社 株 式 1,664,482  1,678,971  1,683,709  

(3) 繰 延 税 金 資 産 -          11,792     -          

(4) そ の 他 266,057    272,299    228,787    

-          2,976,586  21.6    △ 6,000   2,572,840  14.3    △ 6,000   2,666,499  18.0    

6,378,911  46.4    5,769,296  32.1    5,951,647  40.1    

13,760,262 100.0   17,945,428 100.0   14,845,625 100.0   

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末
前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

（平成15年9月30日） （平成16年9月30日） （平成16年3月31日）

区分 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

（資　産　の　部）

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

固 定 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金
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注記
番号

構成比
（％）

構成比
（％）

構成比
（％）

Ⅰ 流　動　負　債

1. 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 1,289,529   1,570,679   1,692,457  

2. 短 期 借 入 金 10,000      10,000      10,000     

3. １年以内返済予定長期借入金※2 346,799     454,079     454,079    

4. 未 払 法 人 税 等 207,891     631,253     730,842    

5. 賞 与 引 当 金 253,294     303,909     325,187    

6. そ の 他 418,315     490,818     639,204    

流 動 負 債 合 計 2,525,831   18.4    3,460,740   19.3    3,851,771  26.0    

Ⅱ 固　定　負　債

1. 転 換 社 債 -           3,000,000   -          

2. 長 期 借 入 金※2 2,801,023   2,346,944   2,573,984  

3. 繰 延 税 金 負 債 9,442       37,591      79,947     

4. 退 職 給 付 引 当 金 -           2,644       2,381      

5. 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 256,540     303,006     295,563    

6. 執 行 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 5,238       24,568      14,741     

7. 長 期 前 受 収 益 10,546      10,973      5,000      

固 定 負 債 合 計 3,082,792   22.4    5,725,729   31.9    2,971,617  20.0    

負 債 合 計 5,608,624   40.8    9,186,469   51.2    6,823,388  46.0    

-           0.0 10,915      0.1     3,036      0.0

Ⅰ 資　　本　　金 666,800     4.8     666,800     3.7     666,800    4.5     

Ⅱ 資  本  剰  余  金 3,264,200   23.7    3,264,200   18.2    3,264,200  22.0    

Ⅲ 利  益  剰  余  金 4,429,479   32.2    6,066,759   33.8    5,261,424  35.4    

Ⅳ その他有価証券評価差額金 214,258     1.6     256,739     1.4     329,279    2.2     

Ⅴ 為替換算調整勘定 150,675     1.1     67,094      0.4     71,045     0.5     

Ⅵ 自　己　株　式 △ 573,775 4.2△   △ 1,573,549 8.8△   △ 1,573,549 10.6△  

資 本 合 計 8,151,638   59.2    8,748,043   48.7    8,019,199  54.0    

負債、少数株主持分及び資本合計 13,760,262  100.0   17,945,428  100.0   14,845,625 100.0   

（資　本　の　部）

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末
前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

（負　債　の　部）

（平成15年9月30日） （平成16年9月30日） （平成16年3月31日）

区分

 少  数  株  主  持  分

金額（千円）金額（千円）金額（千円）

（少数株主持分）
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  ②中間連結損益計算書

注記
番号

百分比
（％）

百分比
（％）

百分比
（％）

Ⅰ 5,286,924 100.0 7,277,305 100.0 12,031,681 100.0 

Ⅱ 3,113,704 58.9  3,876,340 53.3  6,849,923 56.9  

売 上 総 利 益 2,173,219 41.1  3,400,964 46.7  5,181,757 43.1  

Ⅲ ※1 1,534,252 29.0  1,679,285 23.0  3,186,402 26.5  

営 業 利 益 638,966   12.1  1,721,679 23.7  1,995,354 16.6  

Ⅳ

1. 受 取 利 息 3,330     1,283     13,764    

2. 持 分 法 に よ る 投 資 利 益 61,748    45,855    86,810    

3. 不 動 産 賃 貸 収 入 23,905    18,561    47,811    

4. 研 究 開 発 補 助 金 -         -         32,339    

5. 出 資 金 評 価 益 -         21,158    -         

6. そ の 他 の 収 入 3,526     92,511    1.8   9,786     96,645    1.3   18,900    199,626   1.7   

Ⅴ

1. 支 払 利 息 32,506    29,930    64,222    

2. 不 動 産 賃 貸 費 用 12,112    9,854     23,914    

3. 社 債 発 行 費 -         19,481    -         

4. 自 己 株 式 取 得 手 数 料 -         -         26,183    

5. そ の 他 の 費 用 13,498    58,117    1.1   12,690    71,957    1.0   14,896    129,217   1.1   

経 常 利 益 673,361   12.8  1,746,367 24.0  2,065,764 17.2  

Ⅵ

1. 投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,644     -         5,461     

2. 貸 倒 引 当 金 戻 入 益 2,945     -         2,945     

3. 有 形 固 定 資 産 売 却 益 -         4,589     0.1   42        42        0.0 -         8,406     0.0

Ⅶ

1. 固 定 資 産 除 却 損※2 -         10,700    8,916     

2. 投 資 有 価 証 券 売 却 損 -         -         13,137    

3. 会 員 権 評 価 損 -         -         8,646     

4. 退 任 取 締 役 退 職 慰 労 金 55,930    -         55,930    

5. 特 別 退 職 金 -         55,930    1.1   -         10,700    0.2   23,239    109,869   0.9   

税金等調整前中間（当期）純利益 622,020   11.8  1,735,709 23.8  1,964,300 16.3  

法人税、住民税及び事業税 184,177   590,388   712,913   

法 人 税 等 調 整 額 25,354    209,531   4.0   42,881    633,270   8.7   △68,770  644,143   5.4   

少 数 株 主 利 益 -         -     7,879     0.1   3,036     0.0

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 412,489   7.8   1,094,559 15.0  1,317,121 10.9  

前連結会計年度の

(自 平成15年4月1日  

要約連結損益計算書

(自 平成16年4月1日  (自 平成15年4月1日  

当中間連結会計期間

営 業 外 収 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

売 上 原 価

売 上 高

至 平成15年9月30日) 至 平成16年9月30日)

区分

前中間連結会計期間

至 平成16年3月31日)

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

営 業 外 費 用

特 別 利 益

特 別 損 失
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  ③中間連結剰余金計算書

注記
番号

Ⅰ 3,264,200  3,264,200  3,264,200  

Ⅱ -          -          -          

Ⅲ -          -          -          

Ⅳ 3,264,200  3,264,200  3,264,200  

Ⅰ 4,070,426  5,261,424  4,070,426  

Ⅱ

1. 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 412,489   412,489    1,094,559  1,094,559  1,317,121  1,317,121  

Ⅲ

1. 配 当 金 26,336    236,466    99,023     

2. 取 締 役 賞 与 金 27,100    47,758     26,100     

3. 監 査 役 賞 与 金 -         53,436     5,000      289,224    1,000      126,123    

Ⅳ 4,429,479  6,066,759  5,261,424  

(自 平成16年4月1日  

至 平成16年9月30日)

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

(資本剰余金の部)

(自 平成15年4月1日  

至 平成15年9月30日)

区分

前連結会計年度

(自 平成15年4月1日  

至 平成16年3月31日)

資 本 剰 余 金 増 加 高

資 本 剰 余 金 減 少 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利益剰余金中間期末（期末）残高

資本剰余金中間期末（期末）残高

(利益剰余金の部)

利 益 剰 余 金 増 加 高
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④中間連結キャッシュ・フロー計算書

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・フロー計算書

(自 平成15年4月1日  (自 平成16年4月1日  (自 平成15年4月1日  
至 平成15年9月30日) 至 平成16年9月30日) 至 平成16年3月31日)

注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

  

1. 税 金 等 調 整 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 622,020                 1,735,709               1,964,300               

2. 減 価 償 却 費 250,928                 241,248                 552,744                 

3. 貸 倒 引 当 金 の 増 （ △ 減 ） 額 △2,945                 -                       3,054                   

4. 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 増 （ △ 減 ） 額 △99,581                7,442                   △58,177                

5. 執 行 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 増 加 額 5,238                   9,827                   14,741                  

6. 従 業 員 退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 -                       263                     -                       

7. 受 取 利 息 △3,330                 △1,283                 △13,764                

8. 支 払 利 息 32,506                  29,930                  64,222                  

9. 持 分 法 に よ る 投 資 利 益 △61,748                △45,855                △86,810                

10. 出 資 金 評 価 益 -                       △21,158                -                       

11. 自 己 株 式 取 得 手 数 料 -                       -                       26,183                  

12. 社 債 発 行 費 -                       19,481                  -                       

13. 投 資 有 価 証 券 売 却 益 △1,644                 -                       △5,461                 

14. 投 資 有 価 証 券 売 却 損 -                       -                       13,137                  

15. 有 形 固 定 資 産 売 却 益 -                       △42                    -

16. 有 形 固 定 資 産 除 却 損 -                       10,700                  8,916                   

17. 退 任 取 締 役 退 職 慰 労 金 -                       -                       55,930                  

18. 役 員 賞 与 支 払 額 △27,100                △52,758                △27,100                

19. 売 上 債 権 の 増 加 額 △409,013               △229,842               △1,360,469             

20. た な 卸 資 産 の 増 加 額 △16,974                △68,091                △69,076                

21. 仕 入 債 務 の 増 ( △ 減 ） 額 △34,678                △100,232               397,062                 

22. そ の 他 32,440                  △209,174               263,058                 

     小計   286,118                 1,326,166               1,742,495               

1. 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 1,684                   5,314                   10,407                  

2. 持 分法適用会社からの配当金の受取額 27,253                  32,665                  27,253                  

3. 退 任 取 締 役 退 職 慰 労 金 の 支 払 額 -                       -                       △55,930                

4. 利 息 の 支 払 額 △31,993                △29,927                △63,582                

5. 法 人 税 等 の 支 払 額 △12,750                △688,463               △16,451                

     営業活動によるキャッシュ・フロー   270,311                 645,755                 1,644,191               

  

  

1. 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △192,188               △201,568               △368,941               

2. 有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 -                       619                     -                       

3. 無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △1,475                 △7,712                 △9,264                 

4. 投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 5,000                   -                       481,459                 

5. 敷金保証金・長期貸付金の支払による支出 △2,598                 △1,382                 △7,827                 

6. 敷金保証金・長期貸付金の回収による収入 1,677                   1,698                   20,992                  

7. そ の 他 -                       △860                   25,964                  

     投資活動によるキャッシュ・フロー   △189,584               △209,207               142,385                 

  

  

1. 短 期 借 入 に よ る 収 入 10,000                  10,000                  10,000                  

2. 短 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △10,000                △10,000                △10,000                

3. 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △180,976               △227,039               △300,736               

4. 転 換 社 債 の 発 行 に よ る 収 入 -                       2,980,518               -                       

5. 自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 -                       -                       △999,773               

6. 自 己 株 式 取 得 手 数 料 の 支 払 額 -                       -                       △26,183                

7. 配 当 金 の 支 払 額 △26,336                △236,466               △99,023                

     財務活動によるキャッシュ・フロー   △207,312               2,517,012               △1,425,717             

  

  38                      4,375                   △43,928                

  △126,546               2,957,936               316,930                 

  2,092,421               2,409,352               2,092,421               

  1,965,874               5,367,288               2,409,352               

Ⅵ. 現金および現金同等物の期首残高

Ⅶ. 現金および現金同等物の中間期末（期末）残高

Ⅱ. 投資活動によるキャッシュ・フロー：

Ⅲ. 財務活動によるキャッシュ・フロー：

Ⅳ. 現金および現金同等物に係る換算差額

Ⅴ. 現金および現金同等物の増（△減）額

区分

Ⅰ. 営業活動によるキャッシュ・フロー：

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 
 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 4社 

連結子会社の名称 

エイチ・ディ・システムズ・インコーポレイテッド 

(株)エッチ・ディ・ロジスティクス 

(株)ハーモニック プレシジョン 

(株)ハーモニック・エイディ 

 

２．持分法の適用に関する事項 

持分法適用の関連会社の数    1社 

関連会社の名称              ハーモニック・ドライブ・アーゲー 

持分法適用会社のハーモニック・ドライブ・アーゲーの中間決算日は6月30日であり、その中間決算日の

財務諸表を使用しております。 

 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社のエイチ・ディ・システムズ・インコーポレイテッドの中間決算日は6月30日であり、その中

間決算日の財務諸表を使用して中間連結財務諸表を作成しております。中間連結財務諸表の作成にあたっ

ては、中間連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 

  その他有価証券（売買目的有価証券、満期保有目的債券及び子会社株式・関連会社株式を除く有価証券） 

時価のあるもの……中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処

理し､売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。 

時価のないもの……移動平均法による原価法を採用しております。 

たな卸資産 

製品・原材料・仕掛品……移動平均法による原価法を採用しております。 

貯蔵品……最終仕入原価法による原価法を採用しております。 

(2)重要な減価償却資産の減価償却方法 

有形固定資産 

親会社及び国内連結子会社は、定率法を採用しております。ただし、平成10年4月1日以降に取得し

た建物（建物附属設備は除く）については定額法を採用しております。海外連結子会社は、見積耐用年

数に基づき定額法を採用しております。 

無形固定資産 

定額法を採用しております。 なお、ソフトウェア（自社利用分）については社内における見込利用可

能期間に基づく定額法を採用しております。 

(3)重要な引当金の計上基準 

1)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

2)賞与引当金 

親会社及び国内連結子会社は、従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しておりま

す。 

3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計期間末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。年金資産見込

額が退職給付債務見込額に未認識数理計算上の差異を加減した額を下回る場合には、当該差異を退職

給付引当金として計上し、上回る場合には当該超過額を前払年金費用として計上しております。当中

間連結会計期間末においては、前払年金費用 293,968 千円を流動資産の「その他」に含めて計上して

おります。なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（3年）
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による定額法により、翌連結会計年度から費用処理することとしております。なお、一部の連結子会

社については、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

4)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額の100％を計上しております。 

5)執行役員退職慰労引当金 

執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額の100％を計上しております。 

(4)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

在外子会社等の資産及び負債は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平

均相場により円貨に換算し、換算差額は資本の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。 

(5)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係わる方法に準じた会計処理によっております。 

(6)その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

①消費税等（消費税及び地方消費税）の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

なお、仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債「その他」に含めて表示しておりま

す。 

 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から 3

ヵ月以内に償還期限が到来する短期投資からなっております。 

 

 

（追加情報） 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第9号）が平成15年3月31日に公布され、平成16

年4月1日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたことに伴い、当中間連結会計期間か

ら「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（平成 16 年 2

月13日 企業会計基準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及び資本割については、

販売費及び一般管理費に14,688千円計上しております。 
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注  記  事  項 

 

（中間連結貸借対照表関係） 

１．有形固定資産の減価償却累計額           3,816,193千円 

 

２．担保に供している資産及びこれらに対応する債務は、次のとおりであります。 

  (1) 担保に供している資産 

建物                1,314,694千円(帳簿価額)

構築物                    5,428 〃 (  〃  )

土地                  504,518 〃 (  〃  )

計                1,824,641千円(  〃  )

 

  (2) 上記に対応する債務 

１年以内返済予定長期借入金  429,560千円 

長期借入金 2,155,660 〃 

計 2,585,220千円 

 

上記担保提供資産のうち、工場財団抵当に供している資産及び対応する債務は、次のとおりであります。 

建物 154,454千円 (帳簿価額)

構築物 5,428 〃 (  〃  )

土地 49,168 〃 (  〃  )

計 209,051千円 (  〃  )

  

１年以内返済予定長期借入金 429,560千円 

長期借入金  2,155,660 〃  

計 2,585,220千円 

 

 

（中間連結損益計算書関係） 

１．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目と金額は次のとおりであります。 

荷造・発送運賃                     65,334千円 

退職給付費用                       32,870 〃 

給料・賞与手当                    346,904 〃 

賞与引当金繰入額                  101,205 〃 

役員報酬                           76,725 〃 

役員退職慰労引当金繰入額           15,635 〃 

執行役員退職慰労引当金繰入額    9,827 〃 

福利厚生費                         94,199 〃 

減価償却費                         45,175 〃 

研究開発費                        508,903 〃 

賃借料                             31,788 〃 

 

２．固定資産除却損の主な内訳は次のとおりであります。 

 

建物及び構築物   10,450千円

機械装置   175 〃 

工具器具備品            74 〃 

計   10,700千円
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 

１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係（平成 16 年

9月30日現在） 

現金及び預金勘定            5,305,660千円 

短期有価証券（３ヶ月以内満期）          61,628 〃  

現金及び現金同等物            5,367,288千円 
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（セグメント情報） 

ａ 事業の種類別セグメント情報 

前中間連結会計期間、前連結会計年度及び当中間連結会計期間において、当社グループは、

製品の種類、性質、製造方法、販売市場等の類似性から判断して、同種・同系列の精密減

速機事業を専ら営んでおり、他の事業セグメントはありません。 

    

ｂ 所在地別セグメント情報 

〇前中間連結会計期間（自 平成 15 年 4 月 1 日 至 平成 15 年 9 月 30 日） 

                                            (単位：千円) 

 日 本 北 米 計 消去又は全社 連 結 

 売   上   高      

(1) 外部顧客に対する売上高 4,888,053 398,871 5,286,924 － 5,286,924

(2) セグメント間の内部売上高 

 又は振替高 
194,707 － 194,707 (194,707) －

計 5,082,761 398,871 5,481,632 (194,707) 5,286,924

営 業 費 用 4,284,217 390,060 4,674,277 (26,320) 4,647,957

営 業 利 益 798,543 8,811 807,354 (168,387) 638,966

（注）1．国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。 

2．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1)  北 米 …… 米国 

3．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能の営業費用の金額は 216,735 千円で

あり、その主なものは、基礎的試験研究費、当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用

であります。 

 

〇当中間連結会計期間（自 平成 16 年 4 月 1 日 至 平成 16 年 9 月 30 日） 

                                            (単位：千円) 

 日 本 北 米 計 消去又は全社 連 結 

 売   上   高      

(1) 外部顧客に対する売上高 6,707,082 570,223 7,277,305 － 7,277,305

(2) セグメント間の内部売上高 

 又は振替高 
287,742 － 287,742 (287,742) －

計 6,994,824 570,223 7,565,048 (287,742) 7,277,305

営 業 費 用 5,135,643 502,340 5,637,983    (82,357) 5,555,626 

営 業 利 益 1,859,181 67,883 1,927,064 (205,385) 1,721,679

(注) 1．国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。 

2．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1)北 米 …… 米国 

3．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能の営業費用の金額は 199,504 千円で

あり、その主なものは、基礎的試験研究費、当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用

であります。 
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〇前連結会計年度（自  平成 15 年 4 月 1 日   至  平成 16 年 3 月 31 日） 

(単位：千円) 

 日 本 北 米 計 消去又は全社 連 結 

 売   上   高      

(1) 外部顧客に対する売上高 11,224,029 807,651 12,031,681 － 12,031,681

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高 
519,698 － 519,698 (519,698) －

計 11,743,727 807,651 12,551,379 (519,698) 12,031,681

営 業 費 用 9,367,936 775,934 10,143,871 (107,544) 10,036,326

営 業 利 益 2,375,791 31,717 2,407,508 (412,153) 1,995,354

(注) 1. 国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。 

2. 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1)北 米 …… 米国 

3. 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能の営業費用の金額は 420,497

千円であり,その主なものは、基礎的試験研究費、当社の総務・経理部門等の管理部

門に係る費用であります。 

 

 

ｃ 海 外 売 上 高 

〇前中間連結会計期間(自 平成 15 年 4 月 1 日 至 平成 15 年 9 月 30 日) 

 (単位：千円) 

 欧 州 北 米 その他 計 

Ⅰ 海  外  売  上  高 372,579 398,871 18,593 790,044

Ⅱ 連  結  売  上  高  5,286,924

Ⅲ 
連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
7.0 7.5 0.4 14.9

(注) 1．国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。 

2．各区分に属する主な国又は地域 

(1)  欧 州 …… ドイツ 

(2)  北 米 …… 米 国 

3．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

〇当中間連結会計期間(自 平成 16 年 4 月 1 日 至 平成 16 年 9 月 30 日) 

(単位：千円) 

 欧 州 北 米 その他 計 

Ⅰ 海  外  売  上  高 573,465 570,223 29,707 1,173,396

Ⅱ 連  結  売  上  高  7,277,305

Ⅲ 
連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
7.9 7.8 0.4 16.1

（注）1．国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。 

2．各区分に属する主な国又は地域 

(1)  欧 州 …… ドイツ 

(2)  北 米 …… 米 国 

3．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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〇前連結会計年度（自  平成 15 年 4 月 1 日  至  平成 16 年 3 月 31 日） 

(単位：千円) 

 欧 州 北 米 その他 計 

Ⅰ 海  外  売  上  高 821,125 807,651 54,408 1,683,185 

Ⅱ 連  結  売  上  高    12,031,681 

Ⅲ 
連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
6.8 6.7 0.5 14.0 

(注) 1．国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。 

2．各区分に属する主な国又は地域 

(1) 欧 州 …… ドイツ 

(2) 北 米 …… 米 国 

3．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
 



 

 

（リース取引関係） 
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日   

    至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

    至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 

    至 平成16年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 
(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 

 
機械装置 

及び運搬具 

そ の 他 

(工具器具備品) 

無形固定

資    産

(ｿﾌﾄｳｪｱ)

合   計 

 千円 千円 千円 千円 

取得価額 

相 当 額 
1,727,192 162,818 28,335 1,918,346 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

730,790 99,177 7,674 837,642 

中間期末 

残 高 

相 当 額 

996,401 63,641 20,661 1,080,704 

 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 

 
機械装置

及び運搬具

そ の 他

(工具器具備品)

無形固定

資    産

(ｿﾌﾄｳｪｱ)

合   計 

 千円 千円 千円 千円

取得価額

相 当 額
1,769,938 162,638 38,520 1,971,097

減価償却

累 計 額

相 当 額

718,764 114,175 15,743 848,683

中間期末

残 高

相 当 額

1,051,174 48,463 22,776 1,122,414

 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 

 
機械装置 

及び運搬具 

そ の 他 

(工具器具備品)

無形固定

資    産

(ｿﾌﾄｳｪｱ)

合   計 

 千円 千円 千円 千円

取得価額 

相 当 額 
1,681,766 162,552 36,107 1,880,426

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

722,389 108,038 11,345 841,774

期 末 

残 高 

相 当 額 

959,376 54,513 24,761 1,038,651

 

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 

１ 年 内       315,484千円 

１ 年 超       797,130 〃  

合   計     1,112,614千円 

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 

１ 年 内       327,699千円 

１ 年 超       800,487 〃  

合   計     1,128,186千円 

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 内       305,995千円 

１ 年 超       760,486 〃  

合   計     1,066,481千円 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料    197,180千円 

減価償却費相当額  167,171 〃  

支払利息相当額    14,451 〃  

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料    195,899千円 

減価償却費相当額  169,200 〃  

支払利息相当額    11,947 〃  

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料    386,267千円 

減価償却費相当額  334,447 〃  

支払利息相当額    27,345 〃  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によって

おります。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同  左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同  左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１ 年 内         15,801千円 

１ 年 超          －     

合   計         15,801千円 

   未経過リース料 

１ 年 内         33,506千円 

１ 年 超        109,975 〃  

合   計        143,481千円 

   未経過リース料 

１ 年 内          19,085千円 

１ 年 超          20,184 〃  

合   計          39,269千円 
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（有価証券関係） 
 
１．その他有価証券で時価のあるもの 

                                                                                  （単位：千円） 

 

前中間連結会計期間末 

（平成15年9月30日現在） 

当中間連結会計期間末 

（平成16年9月30日現在） 

前連結会計年度末 

（平成16年3月31日現在） 
区   分 

取得原価 

中 間 連 結  

貸借対照表

計 上 額 

差 額 取得原価

中間連結 

貸借対照

表計上額

差 額 取得原価 

連 結  

貸借対照表

計 上 額

差 額

(1) 株 式  200,831  564,050 363,219 200,831  611,977 411,145 200,831 756,202 555,370

(2) 債 券    

国 債・ 

地 方 債 等 
－ － － － － － － － －

社債 － － － － － － － － －

その他   － －  － － － － － － －

(3) その他  478,552  478,196  △356 － － － － － －

合   計 679,384 1,042,247 362,863 200,831  611,977 411,145 200,831 756,202 555,370

２．時価評価されていない有価証券 
  （単位：千円） 

前中間連結会計期間末 

（平成15年9月30日現在）

当中間連結会計期間末 

（平成16年9月30日現在） 

前連結会計年度末 

（平成16年3月31日現在）区     分 
中間連結貸借対照表 

計 上 額 

中間連結貸借対照表 

計 上 額 

連結貸借対照表 

計 上 額 

その他有価証券            

 非上場株式（店頭売買株式を除く）            3,800            3,800            3,800 

 マネー・マネジメント・ファンド           64,618           61,628           61,118 

 
 
 
 
（デリバティブ取引関係） 
前中間連結会計期間（平成15年4月１日～15年9月30日） 

当社は、デリバティブ取引を利用しておりませんので該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（平成16年4月１日～16年9月30日） 

当社は、デリバティブ取引を利用しておりませんので該当事項はありません。 

前連結会計年度（平成15年4月1日～16年3月31日） 

当社は、デリバティブ取引を利用しておりませんので該当事項はありません。 
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５．生産、受注及び販売の状況 
 
（１） 生産実績 

                              
（単位：千円） 

製 品 区 分 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

減 速 装 置          4,072,153 5,543,468 9,277,652 

メカトロニクス製品 1,223,664 1,624,594 2,798,882 

合      計 5,295,818 7,168,063 12,076,535 

（注） 1.上記金額は販売価格により表示し、消費税等は含まれておりません。 

2.当社グループは、製品の種類、性質、製造方法、販売市場等の類似性から判断して、

同種・同系列の精密減速機事業を専ら営んでおり、他の事業セグメントはありませ

んので、製品別の生産実績を表示しております。 

  
（２） 受注状況 

 
（単位：千円）                               

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
製品区分 

受注高 受注残高 受注高 受注残高 受注高 受注残高

減 速 装 置          3,975,432 1,033,533 5,549,624 1,296,770 9,489,299 1,328,021

メカトロニクス製品 1,196,731 294,019 1,554,334 389,034 2,988,469 528,366

合      計 5,172,163 1,327,553 7,103,959 1,685,804 12,477,769 1,856,388

（注） 1.上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

2.当社グループは、製品の種類、性質、製造方法、販売市場等の類似性から判断して、

同種・同系列の精密減速機事業を専ら営んでおり、他の事業セグメントはありませ

んので、製品別の受注状況を表示しております。  
 

（３） 販売実績 
                                

（単位：千円） 
製 品 区 分  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

減 速 装 置          4,067,937 5,583,638 9,255,302 

メカトロニクス製品 1,218,987 1,693,667 2,776,378 

合      計 5,286,924 7,277,305 12,031,681 

（注） 1.上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

2.当社グループは、製品の種類、性質、製造方法、販売市場等の類似性から判断して、

同種・同系列の精密減速機事業を専ら営んでおり、他の事業セグメントはありませ

んので、製品別販売実績を表示しております。 

 3.主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

                                                                       （単位：千円） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
相 手 先 

金 額 割 合 金 額 割 合 金 額 割 合

三井物産株式会社 1,949,696 36.9% 2,947,715 40.5% 4,566,755 38.0%
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